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群馬県内における乳がん検診の実施状況調査と
受診率向上のための提案
――日本と世界の乳がん検診の比較より――
谷 口 杏 奈??，沼 倉 幸 子??，萩 原 健??
上 原 真 澄??，根 岸 徹??，土 井 邦 雄??
１）群馬県立県民健康科学大学
２）伊勢崎市民病院放射線部
３）原町赤十字病院放射線科部
目的：群馬県内の乳がん検診の現状調査を行い，さらに日本と海外の乳がん検診の動向を比較し，受診率
向上のための示唆を得る．
方法：海外の乳がん検診受診率，海外の検診システムの調査を行う．また，日本国内の乳がん検診の動向
の状況を調査する．また，群馬県内における検診の状況を調査する．
結果：市町村によって様々な検診システムがあり，それぞれの地域の状況に応じた工夫がなされていた．
しかし，群馬県内の乳がん検診受診率は低く，国が示す50％にまで到達していない状況であった．
結論：乳がんは早期発見が出来れば，生存率が高いがんである．乳がん検診受診率が上がるよう，啓蒙活
動をより活発化させ，乳がん検診がより受け易い制度の確立が必要である．
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?．緒 言
―乳がんについて―
厚生労働白書によると，乳がんは女性の罹患率
の第１位で，年々増加傾向にあり??，2005年には
50,695人が罹患した??．また，2008年の乳がん死亡
者数は11,797人で，1960年では1,683人??と約45年
間で約７倍となっている．図１に部位別がん粗罹
患率の推移，図２に部位別粗死亡率の推移を示す．
罹患率において，乳房は最も高く，死亡率におい
ては，乳房は５番目である．２つのグラフから，
乳がんは，早期発見が出来れば生存率が高く，罹
患しても死亡するとは限らず，がん検診が有効な
手段であることが読み取れる．
一般的に，がんは，加齢とともに罹患しやすく
となるといわれている??．しかし，図３の年齢階級
別がん罹患率に示すとおり，乳がんの罹患率は30
代から上昇を始め，45-50歳でピークを示してい
る，乳がんのリスクファクターとして，女性ホル
モンが一因として挙げられる．女性ホルモンは乳
がんの発生に大きく作用し，罹患のピークが40代
後半から50代前半にあるという特徴的な分布を示
す．
図３に日・英・米における年次別乳がん死亡率
を示す．乳がん死亡率年齢調整死亡率を見ると，
アメリカ・イギリスにおいては，1990年前後を境
にして，減少に転じているのが分かる．一方，日
本の死亡率はアメリカ，イギリスに比較して低い
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ものの，年々増加している．乳がんのリスクとし
てホルモン補助療法（Hormone replacement
 
therapy:HRT）があるが，HRTの使用が減った
ことで，罹患率が下がり，結果として死亡率が低
下したという報告??があるが，それ以上に検診シ
ステムの違いによる影響が大きい．日本における
乳がん検診受診率は20％程度であるが，欧米での
乳がん検診の受診率は75―80％でありその差は歴
然としている??．
―欧米と日本の検診制度について―
米国の検診制度では，マンモグラフィ検診の受
診料を無料にする，または低減できるようなシス
テムを構築し，乳がん検診を受けるインセンティ
ブを与えている．その制度の背景には，幅広い女
性グループによる“草の根”運動の活動があり，
女性の患者や病気に対する国の研究費が足りない
と主張した??．National Cancer Institute（NCI：
国立がん研究局）は，乳がん早期発見にも役立ち
そうな，デジタルマンモグラフィを，最も重要な
最新技術として選択し，巨額の予算が計上され
た??．それだけではなく，デジタルマンモグラフィ
の検出器の開発やcomputer aided diagnosis
（CAD：コンピューター支援診断）等の開発，研
究の重要性が広く浸透した??．その後，US ARMY
（米国陸軍）のMRMC（医学研究開発団）の巨額
な資金援助，NASA（国立航空宇宙局）のテクノ
図１ 部位別年次別がん粗罹患率
図２ 部位別年次別がん死亡率
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ロジートランスファーの推進や，American Can-
cer Society（米国ガン協会）などのサポートに
よって開発・研究が進められている???．
一方，英国では，日本の厚生労働省にあたる
NHS（National Health Service）がNHS breast
 
screening programを展開している．この内容は
50歳～70歳までのすべての英国女性に対して３年
毎にマンモグラフィ検診の通知を行い，検診を強
図３ 年齢階級別乳がん罹患率
図４ 日・米・英における年次別乳がん死亡率
表１ 日本の乳がん検診制度の推移
昭和62年（1987） 第二次老人保健事業により乳がん検診開始．問診と視触診．
平成10年（1998）
老健法検診費の国庫補助等が一般財源化され，がん検診に係る費用は地方交付税の中に含まれ，検
診の実施は市町村の判断に委ねられた．
平成12年（2000） 老健第65号通達．マンモグラフィ併用による検診を推進．対象は50歳以上．
平成16年（2004） 厚生労働省．マンモグラフィを基本とする乳がん検診を推奨．対象は40歳以上で隔年受診．
平成18年（2006） がん対策基本法が施行．５年以内に検診受診率50％を目標とする．
平成21年（2009）
国の経済危機対策における子育て支援の一環として「女性特有のがん検診推進事業」が全国実施．
「がん検診無料クーポン」配布．
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力に促している．最近ではこの検診プログラムに
よって毎年1,400人の生命が救われていると報告
されている??．
さて，日本の乳がん検診制度の推移を表１に示
す．2004年の乳がん検診受診率の全国平均は
22.6％であった???．そこで，受診率を高めるため，
国はがん対策基本法を施行し，その後，「女性特有
のがん検診推進事業」として「がん検診無料クー
ポン」を配布した．
また，国立がん研究センターがん対策情報セン
ターが発表する，人口動態統計（厚生労働省大臣
官房統計情報部）にて，2009年の悪性新生物部位
別75歳未満年齢調整死亡率（人口10万対）を見る
と，乳がんにおいて，群馬県は『12.2人（人口10
万人対）』と全国トップの死亡率である．群馬県で
も，乳がん検診が実施されている．検診による死
亡率の低減のためのボーダーラインは60％の受診
率とされている??が，群馬県内の乳がん検診受診
率は24.4％???と遠く及ばない状況である．
そこで，受診率低迷の原因追求のため，群馬県
内の乳がん検診の実態調査を行うこととした．
?．調査対象・実施時期
群馬県内の全35市町村を対象とした．
なお，調査実施時期は2010年８月～９月である．
?．調査方法
各市町村で公開しているホームページを調査，
または電話による聞き取り調査を行った．
?．調査項目
調査項目は，①マンモグラフィ（Mammogra-
phy：MMG）併用検診を実施しているか，②視触
診のみの検診を実施しているか，③検診の対象者，
④集団検診の実施の有無，⑤集団検診の実施時
期・期間，⑥集団検診の検診者の自己負担金額，
⑦個別検診の実施の有無，⑧個別検診の実施時
期・期間，⑨個別検診の検診者の自己負担金額，
⑩女性特有のがん検診無料クーポンの配布の有
無，?対象時期・期間とした．
?．結 果
調査の結果，MMG併用検診の実施については，
すべての市町村35（100％）で実施されていた．ま
た，マンモグラフィ撮影に適さない方の場合には，
視触診のみで個別に対応を行っていると回答を得
られた市町村もあった．
対象者は40歳以上の偶数年齢の女性とする市町
村が一番多く，約半数であった．
１．集団検診について
集団検診の実施は１つの市町村を除き，ほぼす
べての市町村で実施されていた．
集団検診の実施時期について図５に示す．実施
時期は，夏秋に集中し，２，３月の冬の時期には
実施がなかった．
実施期間について図６に示す．実施期間は１ヶ
月とする市町村が多かった．
集団検診の検診者の自己負担金額は，1000円以
図５ 集団検診の実施時期 図６ 集団検診の実施期間
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上2000円未満の市町村が最も多く，自己負担なし
の市町村が４あった．また，検診者の年齢や保険
の種類によって料金が異なる市町村もあった．
２．個別検診について
個別検診の実施については，約半数の市町村で
実施されていた．
個別検診の実施時期について図７に示す．集団
検診と同じく，夏秋に集中し，春と冬の時期はあ
まり実施されていなかった．また，個別に対応し
ている市町村は３であった．
実施期間について図８に示す．実施期間につい
ては，５ヶ月が一番多かった．
個別検診の検診者の自己負担金額は，集団検診
の自己負担と同じく，1,000円以上2,000円未満の
市町村が最も多く，自己負担なしの市町村は２
あった．検診者の年齢で自己負担金額が異なる市
町村もあった．
３．がん検診無料クーポンについて
女性特有のがん検診無料クーポンの配布の有無
については，配布している市町村は約90％であっ
た．
女性特有のがん検診無料クーポンの対象時期を
図９に示す．集団検診や個別検診と同様に，夏秋
に集中し，春と冬にはあまり実施されていない．
なお，数ヶ月実施の施設は複数回答とした．
女性特有のがん検診無料クーポンの対象期間を
図10に示す．対象期間については，６ヶ月が一番
多かった．そして，それ以上に長く期間を設けて
いる市町村は12であった．
?．考 察
マンモグラフィ併用検診は，各市町村によって
様々なシステムで取り組みをしていたが，すべて
の市町村で実施されていた．ただ，視触診のみを
実施しているという市町村もあった．これは30歳
代を対象とし，また，豊胸手術を受けている方，
ペースメーカを使用している方，妊娠中，または
授乳期の方等，マンモグラフィ撮影に適さない受
診者を対象としていた．そして，乳がん検診は隔
年受診を基本としているが，間の年にも視触診が
図７ 個別検診の実施時期 図８ 個別検診の実施期間
図９ 無料クーポン対象時期 図10 無料クーポン対象期間
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受けられる機会を設けている市町村もあった．厚
生労働省の平成20年３月31日健発第0331058号に
よると，「30歳代の女性については，この指針に規
定する乳がん検診の対象とはならないものの，罹
患率が上昇傾向にあることを踏まえ，自己触診の
重要性及び異常がある場合の専門医療機関への早
期受診等に関する指導を行うこと．」「乳がん検診
及び子宮がん検診については，原則として同一人
について２年に１回行うものとし，前年度受診し
なかった者に対しては，積極的に受診勧奨を行う
ものとする．また，受診機会は，乳がん検診及び
子宮がん検診についても，必ず毎年度設けること」
とあり，この指針に沿ったシステムであろう．マ
ンモグラフィ併用検診では，対象者は隔年受診に
よる受診を基本としており，十分な効果が得られ
るとしているが，これは検診受診率が高いことを
前提としている．検診による死亡率の低減のため
のボーダーラインは60％の検診率とされている??
が，群馬県内の乳がん検診受診率は24.4％???と遠
く及ばない状況である．積極的な受診勧奨を行う
ことが，乳がん検診の受診率向上に繫がるのでは
ないかと考える．
また，集団検診を行っている市町村は34あり，
個別検診を行っている市町村は16であったが，こ
れには地域性があるように思う．マンモグラフィ
併用検診が行える医療機関や検診施設が多い地域
では，個別検診を実施できるが，少ない地域では，
実施が困難なようである．そこで，移動型の乳が
ん検診が可能な集団検診車を地域の公民館や保健
施設に配置し実施をしている．このメリットとし
て，地域住民の利便性があるが，日時が限定され
てしまうデメリットもあり，一長一短ともいえる．
受診率向上のためには，検診を受ける機会が多い
方が望ましい．個別検診の実施が困難な市町村で
は，群馬県内全域でどこでも受けられる配慮が
あっても良いと思う．
また，集団検診を土日に実施している市町村が
４あった．平日に仕事をしている女性や，自宅で
介護や保育を行っている女性にとって，地域での
受診が可能となる．休日の実施は，受診率向上に
効果的であろう．
実施時期においては，ほぼ１年中設定している
市町村から，１ヶ月のみの設定である市町村まで
様々であった．受診機会が限定されてしまうと，
受診率低下に結びついてしまうことが懸念され
る．受診者が受診し易い時期を選べるように，年
間通しての実施が望ましい．
自己負担額においては，無料―3,500円までと幅
が大きい．また，年齢，保険の種類，生活保護の
有無，よって金額が異なっている市町村があった．
無料の地域は受診率の向上に，大きく寄与してい
るのではないかと考える．
また，平成21年から実施された「女性特有のが
ん検診推進事業」の，「がん検診無料クーポン」に
ついて，５の市町村では配布を行っていなかった．
配布を行っていない理由としては，もともと無料
や低額の自己負担であるからという回答であっ
た．また，医学的知見から，隔年実施の制度が浸
透しつつあるなか，「がん検診無料クーポン」は40
歳以上60歳までの５年刻みの配布であり，合致し
ていない．そして，この無料クーポンは，いつで
もどこでも使えるわけではない．集団検診のみで
あったり，個別検診に限っていたり，また，市町
村と契約した病院や検診施設でなければならず，
利用には様々な制限がある．また，使用期間は夏
秋に集中し，春や冬はあまり使用できない．受診
者の利用し易いクーポンであれば受診率向上につ
ながると考える．
調査を通して，様々な乳がん検診の形態が明ら
かになった．人口の流動化や情報化社会の中で，
制度の複雑さが，検診への理解を阻んでいるので
はないだろうか．例えば，乳がん検診の対象者に
ついて「40歳以上隔年受診」「40歳以上偶数年齢」
「40歳以上前回未受診者」「40歳以上の女性（一年
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おき）」などの表現があった．用語の統一を行うこ
とで，効果的な広報が可能となり，乳がん検診の
制度の理解が浸透するであろう．
また，群馬県は，がん検診PRに向けた活動に連
携して取り組むため，生命保険会社や報道機関な
どと協定を締結し，官民一体となり，がん検診受
診率を引き上げることを目指している．米国のよ
うに，乳がん検診についてのインセンティブが幅
広く高まり，検診受診率の増加に繫がることを期
待したい．また，県議会では，「がん対策特別委員
会」を設置し，がん対策推進条例の提案を目的と
している．現在は，各市町村にがん検診は委ねら
れており，英国のような，国主導で検診プログラ
ムを強力に促すことは難しい．しかし，制約が多
い乳がん検診をいつでもどこでも受けられるよう
な環境の整備が必要であると思う．また，無料の
クーポンが，住民健診だけでなく，職域健診で使
用できること，住居地に関係なく，乳がん検診受
診の場所が選べることのような，自由度の高い配
慮を期待したい．
?．結 語
今回の調査で，群馬県の乳がん検診には様々な
システムがあることが分かった．
乳がん検診受診率が上がれば，乳がんの死亡率
の減少が期待できる．乳がん検診の受診率が高い
他国の検診制度をただまねするというのではな
く，日本の状況に見合った検診制度の確立が必要
である．
尚，本研究は平成22年度群馬県立県民健康科学
大学，若手研究「マンモグラフィ併用乳がん検診
における受診率向上のための調査」を受けて行っ
た研究の一部である．
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Survey of Implementation of Breast Cancer Screening Programs
 
in Gunma Prefecture and Proposal for Increasing
 
the Number of Subjects Screened Based on a Comparison
 
of Breast Cancer Screening in Japan and Other Countries
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Objective:To review the current status of breast cancer medical examinations in Gunma prefecture and
 
compare breast cancer screening in Japan and other countries, and develop a proposal to increase the
 
number of participants in breast cancer screening.
Methods:A review of participation rates in breast cancer screening programs and breast cancer screen-
ing systems in the USA and the UK and an investigation of the breast cancer trend in Japan were
 
performed. In addition,the current situation of breast cancer screening in all areas of Gunma prefecture
 
was investigated.
Results:A large variation in screening programs was observed in many areas, including cities and
 
villages. However,the rate of participation in breast cancer screening programs was very low(24.4％).
It did not reach the target rate of50％ that may be required to improve breast cancer detection.
Conclusions:In breast cancer found at an early stage, the survival rate is expected to be high. It is
 
important to improve breast cancer screening so that many women can participate easily in the program.
It may be useful to expand the educational program that stresses the need for breast cancer screening.
Key words:Breast Cancer,Breast cancer screening,Consultation rate,
Incidence rate,Morbidity rate,Early stage detection
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